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ストラテジック・インダイレクト タックス・レビューとは?
サプライチェーンの構築において関税面の全体最適を目指す
既に関税対策を部分的に実施している企業は多く見受けられます 
が、そのほとんどの企業が関税対策を各国法人に任せている関係か
ら、連結ベースでは必ずしも最適な対策とはなっていないケースが
多々あります。

EYのストラテジック・インダイレクト タックス・レビューでは、企業のグ
ローバルサプライチェーンにおける原料調達から完成品輸入までの
一連の流れを、本社の視点からレビューし、サプライチェーン上に残
存する関税節減機会を抽出します。これにより、関税面の全体最適
を実現したサプライチェーンの構築へ向けサポートします。

関税プランニングを応用したサプライチェーン

サプライヤー 
（中国等）

購買会社 
（シンガポール等）

生産拠点 
（タイ等）

本社 
（日本）

販社 
（米国等）

カスタマー
50 55 110 120

部品 
（関税 5%）

製品 
（関税 10%）調達フェーズ

関税分類プランニング
工程の移転により関税分類
を変更し、関税率を引下げ

FTA/EPAの活用
輸入製品の関税率を引下げ

フリーゾーンの活用
一定条件の下で、輸入原料
および国内向け製品に係る
関税を無税化

販促費用の移転
現地販促費用を販
社に移転

買付手数料プランニング
一般的なBuy/Sellモデルから買付手
数料モデルに変更

関税分類プランニング
複数機能を持つ商品の関税分類
を低税率の分類に移行

FTA/EPAおよびGSPの活用
輸入製品に係る関税率を低減

ファーストセールの活用
本社経由の場合、米国輸入時に最初 
（ファーストセール）の販売価格の使用が 
認められる。GSPの併用により関税コスト
を更に低減

販売フェーズ

単位 ： 億円

商流
物流

企業の間接税戦略の土台となるストラテジック・インダイレクト  
タックス・レビュー

間接税戦略をグローバルな視点で実践するには、下記フェーズ毎にプロ
ジェクトを推進していくことが肝要です。ストラテジック・インダイレクト  
タックス・レビューは、当該間接税戦略の土台を築く大切な最初のステッ
プとなります。
1. Identify： 関税節減機会の抽出
2. Diagnose： 節減策のフィージビリティ検証
3. Design： 節減策の計画立案
4. Deliver： 節減策の実行
5. Sustain： コンプライアンス体制の導入
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左図は、本サービスがFTA活用に向けた作業の3ステップにおいて、どの段階か示すものです。 
詳細は別紙「FTA関連サービスのご紹介」をご確認ください。
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EYについて
EYは、アシュアランス、税務、トランザクションおよびアドバイザリーなどの分野
における世界的なリーダーです。私たちの深い洞察と高品質なサービスは、世界中
の資本市場や経済活動に信頼をもたらします。私たちはさまざまなステークホル
ダーの期待に応えるチームを率いるリーダーを生み出していきます。そうすること
で、構成員、クライアント、そして地域社会のために、より良い社会の構築に貢献し
ます。
EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバル・ネット
ワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファーム
は法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッド
は、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。詳しく
は、ey.com をご覧ください。

EY税理士法人について
EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務コンプライアンス、クロスボーダ
ー取引、M&A、組織再編や移転価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家
集団です。グローバルネットワークを駆使して、各国税務機関や規則改正の最新動
向を把握し、変化する企業のビジネスニーズに合わせて税務の最適化と税務リス
クの低減を支援することで、より良い社会の構築に貢献します。詳しくは、www.
eytax.jp をご覧ください。
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Contact
本サービスに関するご質問・ご意見等がござ
いましたら、下記までお問い合わせ下さい。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部 
tax.knowledge@jp.ey.com

関税コンプライアンス・リスクの抽出
ストラテジック・インダイレクト タックス・レビューでは、関税節減機会の抽
出が主な目的ですが、当該レビューにより関税コンプライアンス・リスクが
抽出できることもあります。
多くの日系企業の場合、海外子会社の輸出入業務は本社からブラックボ
ックス化しており、コンプライアンス状況を正確に確認できていないこと
が少なくありません。本レビューを実施することにより、海外子会社にお
ける関税コンプライアンス強化の必要なポイントも表面化することにつ
ながります。

ケースA： 通常時の海外法人のプロフィットフロー
ケースB： 10%の円高の影響を受け海外法人と為

替リスクを折半し、本社販売価格を5%値
上げした場合

ケースC： ケースBの円高効果に伴い、売上が10%
減少した場合

経済不況期に増大する関税インパクト

日系企業にとっての重要性が増しつつある新興国などの開発途上国
の関税は総じて高税率です。

各国関税率 ： 開発途上国VS先進国

Case A Case B Case C

売上 1,000.0 1,000.0 900.0

売上原価 800.0 840.0 756.0

関税（5%） 40.0 42.0 37.8

売上総利益 160.0 118.0 106.2

販売管理費 100.0 100.0 100.0

営業利益 60.0 18.0 6.2

法人税（40%） 24.0 7.2 2.5
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関税は、企業損益に関係なく製品価格に対し
て課税されるため、特に不況時には企業の 
財務に与えるインパクトが著しく増加します。

日系多国籍企業の多くは、国際
競争力強化の観点から、その 
海外事業戦略に税務戦略を融
合させる対策を取り始めてい 
ます。

しかし、間接税については、その
税務戦略の対象から欠落する
傾向にあります。

企業の税務戦略におい
て見落とされる間接税
戦略

企業の間接税戦略の実情
間接税の支払税額が財務諸表に表れないため
か、特に関税対策については、未だに海外子会
社の輸入申告業務としてのみ捉えられる傾向に
あります。その結果、連結ベースでの財務改善
機会を念頭に入れた戦略的見地からの考察が
なされていないケースが多いのが実情です。

深刻さを増す間接税の影響
不況が長引く中、マーケットの重要性が新興国
にシフトしつつある日系多国籍企業にとって、関
税をはじめとする間接税が企業財務に与える影
響は甚大なものになっています。その影響を鑑
みた場合、日系企業にとって間接税対策を軽視
することは必ずしも賢明とは言えません。


